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　は　じ　め　に
　70年代の大学改革ないしは改造が，真に教育的見地からなされたものであるか否かにつ
いては，今日もなお十分議論の余地があろう。60年代言の大学紛争は，確かに大きな教育
的，社会的，そして政治的な事件であった。しかし，結局，それに対応し，一つの結末を
導き出したものは，政治の力ではなかったであろうか。こうした情況を背景として，71年
6月間　「第三の改革」答申が発表された。
　それは，今後の産業構造の変化への適応と，高度産業化社会のもつ教育の諸問題への対
応という新しい人間能力開発システムの提示，つまり，科学技術の発展基盤を培養する教
育システムの再構築であった。しかし，答申のもついま一つの顔は，政治力を背景とする
というものであった。能力主義と国家教育権論，これが，答申の本質である。
　答申は，五種八類の大学案を提示し，徹底的な格差政策を推し進めるとともに，教育管
理組織の拡充，　教育行政体制の強化を提言している。　新しい大学政策の拾頭に外ならな
い。同時に，それは，さきの大学紛争への教育面からの回答でもあった。
　70年代の大学政策は，　こうした基盤に立って，二つの方向に向って推進される。一つ
は，既存大学とは全く異なった大学理念，管理・教育組織をもつ新構想の大学創設，二つ
は，既存大学の再配置と拡充計画の推進であった。
1　新構想大学への発想
　（1）　新しい大学の模索
　大学紛争たけなわの頃，大学の在りように関して，財界から二つの見解が発表された。
　その一つは，68年11月に，経済同友会から発表された「大学の基本問題」1）である。そ
れは，今日の大学問題の根本を，大学の大規模化，大衆化，多様化という「大学自体の変
貌」にあると捉え，この見地から，今後の大学は，改めて教育機関としての反省に立ち，
徹：底的・抜本的な改革が必要であるとし，具体的に，専門課程教育の強化，古典的講座制
の廃止，社会的要請への対応，大学管理部門の独立と強化，教官人事への実績主義導入，
目的に応じた大学種別化などを提言した。新しい大学創設への最初の発想であった。
　その二は，69年2月の日経連による　「直面する大学問題に関する基本的見解」2）であ
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る。これは，今日の紛争を「治安問題を含む高度な政治問題」であり，　「反体制運動」で
あるとみ，その原因を，大学の権威主義，封建的な師弟関係，管理責任体制の不明確さ，
当事者の管理能力の欠如，終身的な身分保障制度などの大学の伝統的欠陥と，それに戦後
の偏向教育及び現代の若者たちの精神的貧困が結合したものとし，ここから，これらの欠
陥を是正する長期的対策と，目下の紛争を解決するための応急対策一大学の結束と毅然た
る措置，機動隊の学内導入，学生への厳重処罰、長期紛争大学への休校措置など一を提案
したものである。
　以上のような：財界の動向と並んで，69年2月には，自民党文教制度調査会も「教育改革
試案」3）を発表した。その中の関係部分，「高等教育の改革」に関していえば，旧帝大と
新制大学とを差別し，「学問研究の殿堂」として，前者を中心に新たに「大学院大学」を
創設し，後者は専ら専門教育のみを行うものとし，その目的に応じて四種別とし，その場
合，教養部廃止，学級担任制導入，教官人事の厳正化，管理責任体制の確立（副学長制採
択，文相指揮権導入）などの措置をとるべきであるとしている。新構想大学の基本的骨格
はここにあるように思われる。
　69年7月，経済同友会は，再び「高度福祉社会のための高等教育制度」4）を公表した。
それは，紛争を政治問題，治安問題であるとし，その一義的責任は専ら大学の体質的欠陥
にありと断じ，従って，今後は「新しい社会における道徳的価値の確立」に努めることが
望まれるとし，次のような大学制度の改善が必要であると提言している。すなわち，大学
の法人化，国公私別の廃止，経費に関する公共資金制の導入，教官人事の契約制，入試・
進級制度の抜本的改善，大学管理運営専門家の養成，改革推進のための国家教育計画会議
の設置などである。
　（2）　新大学の構想
　以上のような諸見解が華々しく打ち上げられているのに相呼応して，69年6月，佐藤首
相は，東京会館での新聞協会総会の挨拶のなかで，　「20世紀後半の国際的教育競争時代に
耐え抜く人材をつくる必要がある」として，「在来の大学とは別個に，教育環境に適した
地域に適正規模のそれぞれ特色を持った大学を新設する」5）と語ったが，同月22日には，
更に自民党文教関係者に，　「大学対策の一環として，私立国庫助成大幅増とモデル大学創
設の構想について具体案を作成するよう」6）指示した。
　7月17目には，首相は，「自民党モデル大学懇談会」で，「モデル大学設置を軌道に乗
せるために，昭和45年度予算に1～2校を新設する調査準備費を計上したい」7）と促して
いる。
　8月22日にも，首相は重ねて，自民党「新構想大学懇談会」の席で，　「新構想大学の具
体化を急ぐよう。そして，その中には小・中学校教員を養成する教員養成専門大学も加え
る必要がある」8）とその抱負を示している。そして，この日，同「懇談会」は，橋本（登美
三郎）座長のもとで，「新構想大学に関する大綱案」をまとめ，次年度（昭和45年度）に向
けて調査準備費1億円の予算要求方を決定した9）。
　そして，69年11月6日，筑波研究学園都市総合起工式が行われた。
　以上のようにみてくると，「新構想大学」の構想は，ほぼ，69年中には固まったといっ
てよいであろう。
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2　新構想大学の創設
　（1）　筑波大学10）
　東京教育大学は，62年9月，五学部の統合のため，その移転候補地を選定調査すること
を決定した。偶々池田内閣は，翌63年9月，研究学園都市を筑波地区に建設することを閣
議決定し，公表した。そこで，東教大は，67年7月，総合大学として発展することを期
し，筑波に土地を希望することを決定し，69年7月，正式に筑波移転を表明した。こうし
て，「筑波移転問題」は一挙に火をふき，学園紛争を熾烈化させていったのである。その
頃は，とき恰も全国的な大学紛争も最高頂に達していたころである。
　文部省は，直ちに同年11月，筑波新大学創設準備調査会を設置し，70年5月には，政府
は，　「筑波研究学園都市建設法」を成立させた。佐藤首相が新構想大学創設に意欲を燃や
し，その実現を急いでいた頃である。
　こうして，筑波移転に一応の目鼻がついた71年6月，東教大は「筑波新大学に関する基
本計画案」を決定し，それに基づいて，筑波新大学創設準備調査会は，7月16日，　「筑波
新大学のあり方について」11）を文部大臣に報告した。本報告は，諸外国の新大学に範をと
り，筑波新大学が大学本来の目的とともに，新時代に対応した大学である所以を述べ，研
究のための組織として「学系」を，教育のための組織として「学群」を，そして新大学特
有の管理・運営体制として，管理・運営機関の機能的な役割分担，中枢管理機関の指導性
確立，学外者の管理・運営参加，全学的な協調確保を目指して管理統轄者としての学長，
複数制の副学長，学外者から構成される参与会，学長諮問機関としての評議会，学系・学
群・課程・研究科の長，運営委員会，それぞれの系の教官会議，その他教育，課程，研究
科，人事，財務，施設環境の各種委員会および学長直属の企画調査室などを置：くことを明
らかにしている。たしかに，従来の大学とは全く異なった組織と管理方式を採択した大学
である。次いで，同71年10月，文部省は，創設準備調査会を「筑波新大学創設準備会」に
移行させた。
　72年10月31日，自民党文教部会は，　「筑波大学（仮称）の設置要綱案」12λを発表した。
本案は，創設準備調査会の「あり方について」の線で筑波大学の組織を構成しているほ
か，筑波大学を73年10月に開学させ，74年度以降年次計画に従って整備することを明らか
にしたものである。その後，この「案」をふまえて，政府は，73年2月9日，「国立学校
設置法等の一部改正法律：案」を閣議決定し，直ちに国会に上程した。
　勿論，この法案に対しては，当初から内・外の批判の声が高かった。東教大内部では，
移転派と反対派とが終始抗争を続けていたし，愈々閣議決定となった2月9日には，日教
組が反対声明を出すとともに，全国的な組織的反対運動を開始した。翌10日には，大学問
題研究会（代表・末川博：ほか7名）が反対声明を出すとともに，大学教官を主要対象とした
反対署名運動を展開し，　8，月20日までに署名者7，622名を獲得した。更に2月15日半は
　「民主教育を進める国民連合」が，3月15日には「国立大学協会」が，そして4月26目に
は「日本学術会議」63回総会が，それぞれ反対声明を発表した13）。無論，野党も反対であ
り，こうした情況下では，法案は容易には成立するとは思われなかった。そこで，政府・
与党は非常手段に訴えて，6月22日には衆院文教委，同29日には衆院本会議で強行採i決を
行い，9月25日の参院本会議では自民党単独強行採i決を行い，辛うじて成立させた。9月
28日には新学長も決定し，新法は29日に公布された。施行は73年10月1日からであったか
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ら，新構想大学第一・号の筑波大学は，同日開校した。
　同日，文部省は，　「施行について」通達を発し，また筑波大学創設準備会も「筑波大学
の創設準備についてのまとめ」を発表して，その任を解いた。74年4月25日，筑波大学の
初の入学式が挙行された。
　（2）　新型想教員養成大挙
　本大学の創設は，さきの佐藤首相の発意を受けて，直接的には中教審「第三の改革」答
申によって，「教育に関する高度の研究と現職の教員研修を目的とする高等教育機関（第
四種大学院）を設けること」14）としで口火が切られた。　これを受けて，高見文相時代
（71、7．5～72．7．7），すでに文部省は，この種新構想大学について検討を行うために，72年度
予算にその調査研究会の経費を計上していた15）。こうした動向のなかで，自民党文教制度
調査会と文教部会は，72年7月1日，いち早く「教育改革第一次試案（中間報告），教員
の養成，再教育並びに身分・待遇の根本的改革について」16）を発表し，その中の「第三一
1」において，「新しい教員養成大学および大学院の創設」を打ち出した。
　それによると，「新大学」の構想は，初等教員養成の昌的単科大学で，全国各プロヅク
に1校ずつ創設し，設置者は特殊法人とし，本大学の高宮は任期制とし，学生は男女別に
それぞれ定員を定めて入学させ，授業科目では特に人間形成に役立つ科目に重点をおき，
文学，歴史，哲学，宗教学は必修とし，教育実習を重視し，また全寮制とし，在学中に国
費で海外研修をさせ，かつ学費は金額国庫負担制とし，卒業生の初任給は一般より2号～
3号引き上げるというものである。また，「大学院」の構想は，上記大学と併置し，一定
地：域内の連合大学院的性格を有し，学部から独立した管理・運営機関をもち，学生は教職
経験者を原則とするが，現職入学を主たる目的とし，卒業生には1号～3号の特別昇給を
行うというものである。これらの設置手順は，72年度中に調査研究を行い，73年度から創
設準備にあたるとされている。
　この直後，・72年7月末に，稲葉文相は郷里新潟県村上市で記者会見をし，その席上，
「遅くとも75年度開校をめどに，新構想教員養成大学を全国五ケ所に設置したい」17）と語
ったが，当の文部省としても，できれぽ72年9月中に調査研究会を発足させたい考えであ
った。しかし，実際には1年遅れの73年5，月12日に「新構想の教員養成大学等に関する調
査会」18）が発足した。その調査目的は，新しい教員養成大学の性格，規模，教育課程，管
理体制，設置等に関する具体的研究と，現職教員の研修を目的とする大学院設置構想に関
する細部の研究であった。
　ここでの研究は約1年かかって，74年5月20日，「教員のための新しい大学・大学院の
構想について」19）が発表された。その「基本構想」によると，大学院レベルの教育組織と
して「学校教育研究科（修士課程）」（定員200名）を，学部レベルの教育組織として　「初
等教育課程」　（定員200名，専修制採用）を，研究組織として学科専門ごとの数個の「部」を
おき，付属教育研究施設として付属学校・園（幼，小，中，養）と公立’協力学校及び各種
「センター」をおき，管理運営に関しては，総括責任者としての学長，それを補佐する複
数の副学長，評議会，「部」に長と教官会議，「研究科」　「課程」にそれぞれの長と教官
会議，その他運営上の各種委員会を置くことになっている。大学院は，修業年限2年で，
入学資格者は4年制大学卒業生を原則とし，短大卒業者でも1級免所有者は同等有資格者
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と認め，現職経験者は2年及至3年経過後の者を入学させることとし，特に入学後に現職
教員の履修の便宜を図る新工夫が求められている。現職経験者への若干の配慮措置を除け
ば，完全に筑波大学方式を模したミニ版といえる。
　74年7月6日，文部省は，新たに「新構想の教員大学院大学の設置に関する調査会」を
発足させた。5月の「基本構想」に従って，大学院は定員400名，学部は200名程度で，大
学院を主体とし，計画では，まず兵庫県に設置し，76年度から学生を募集することとし
た。本調査会委員は14名で，秋までに全国的な配置計画を作成することとなった20）。しか
し，その後はいろいろな事情で調査もはかばかしく進まず，僅かに第2候補として新潟県
上越市が選定されたに過ぎなかった。
　こうした一時休止期間を経て，78年3月，文部省は「教員大学の概要」21）を発表した。
「教員大学は，主として現職教員の研究・研鑛の機会を確保する趣旨をもつ大学院と初等
教育教員の養成を行う学部とを有し，学校教育の実践的な教育研究に重点をおいた大学と
して創設する」という「趣旨」に基づいて，兵庫教員大学（社町。学部200名，院300名。78年
10月開学。80年4月大学院学生受入），上越教員大学（上越市。学部200名，院300名。78年10月開学。
81年4月学部学生受入）を設置し，組織については「学校教育学部」と　「学校教育研究科」
を置き，管理運営については「学長，副学長を置くほか，現行の法津に基づいて」行うと
した。　注目すべき点は，本「大学院修了者のみに対する給与・免許等の特別の措置」は
今のところ「考えていない」ということである。なお，愛知教育大学に78年度に大学院
（「教育学研究科」）新設のこと，鳴門市については78年度に「創設準備費」が，鹿屋市に
ついては「設置調査費」が配分されることが「参考」として掲げられている。
　以上の経過を履んで，上記2つの教員養成大学院大学は，78年6月13日の「国立学校設
置法の一一部を改正する法律案」の可決成立によって，それぞれ兵庫教育大学，上越教育大
学として，同年10月1日に開学した。
　（3）　国立医科大学
　新構想の国立医科大学第1号は，筑波大学とともに73年9月29日「国立学校設置法等の
一部を改正する法律」の公布，即日施行による旭川医科大学である。次いで，74年6月7
日には浜松，宮崎医科大学が設置された。以上の3大学には，同日公布された「国立学校
設置法施行規則の一・部を改正する省令」が適用され，筑波大学方式による副学長，参与を
置くこととされた。但し参与については野党の反発が強かったため，「当分」設置しない
ことが通達されて事なきを得た。しかし，この通達による「凍結」は，間もなく同年11月
1日には解除された。まことに巧妙な政治的技術といわざるを得ない。こうして国立医科
大学は，他に一三一医大の大義明分もあったが，見事に，しかもさしたる反対もなく「新
構想大学」の系列の中に組み込まれてしまったのである。
　その後，同種の医科大学は逐年増設され，80年までに，上記三医科大学のほか，富山医
薬，福井，山梨，滋賀，島根，香川，高知，佐賀，大分医科大学を数えるまでになった。
　（4）　技術科学大学
　本大学は，近年増加しつつも教育系統の上で袋小路的な存在である工業高等専門学校卒
業者に対する継続教育を行う目的で発想されたものであった。はじめ，文部省は，この問
題に対処するため，73年度に「高専制度調査研究会議」を設けたが，同会議が，高専卒業
者に対する継続教育機関として「技術科学大学院」の創設が必要であるとの報告をまとめ
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たので，これを受けて，翌74年，「技術科学系新高専教育機関構想調査会」を設置し，そ
の具体化を急いだ。その結果が，74年3月18日の「技術科学系の新大学院の基本構想」22）
である。
　これによれば，本大学院は，実践的技術の開発を主眼とする教育・研究機関であって，
高専卒業老及びこれと同等の学力を有する者を入学させて教育を施し，併せて社会人とし
ての継続教育，再教育機能を有する新構想の「開かれた大学院」を目指し，組織としては
筑波大学方式を取り入れ，その入学定員は，情報工学など6コース，計300名規模で，修
業年限は，大学学部の3，4年部分と，大学院修士課程部分を合わせて4年とし，教育課
程の特徴は，2年次後半の実務訓練にあり，この間，民間会社等に更拙向”して実践的な
学習を行うことになっている。文部省は，当面新潟県長岡市，愛知県豊橋市に2校程度を
創設する予定で，74年度予算案に準備経費を計上した。
　取り懸りは後れたが，この大学は，体育大学より早く76年ユ0月，予定地の長岡市と豊：橋
市にそれぞれ「技術科学大学」として発足し，77年4月から学生（1年，2年のみ）の受け
入れを開始した。
　（5）　国立体育大学ほか
　見出しに「ほか」を付したのは，鹿屋体育大学と同時に，「同等学校設置法の一部を改
正する法律」の可決成立によって鳴門教育大学の創設が決定したが，時期的に本論主題の
範囲外でもあり，除外を考えたが，やはり新構想大学でもあるので，特に項を立てずに，
ここで関明しておきたいと考えたからである。
　国立体育大学は，本来新構想教員養成大学として構想されていた大学が，都合により途
中から内容変更となって改変されたものである。それは，74年1月，文部省が「国立体育
大学の基本構想（試案）」23）を作成公表した頃に始まる。この基本構想によると，本大学
は，体育教員，社会体育の専門指導員，養護教諭及び学校栄養職員等の養成を目的とし，
その規模としては，博：士課程までの大学院，幼稚園から高校までの付属学校，国立体育研
究所及び研修所などを併置する単科大学であり，管理運営の組織としては，筑波大学方式
を模し，74年度中の「調査会」による具体案をふまえて，76年度から発足するという予定
であった。
　しかし，この計画は，予定通りには進まなかった。1つには，75年度予算要求が実現せ
ず，2つには，76年度以降は暫時新構想教員養成大学設置に全力が注がれ，これらのため
に一頓挫したからである。しかし，78年には鹿屋市に設置の方針が決定し，79年5月に
「体育系の新しい国立大学の構想に関する調査会」が設けられた。この間，武道議員連盟
の運動で，新たに「武道科」を設置する構想が固まった。以上のような経過の後に，調査
会は，鹿屋体育大学の「基本構想」24）をまとめ，80年6月に発表した。
　それによると，教育研究組織は，体育学部のみをおき，その中に体育・スポーツ課程
（定員80人）と武道課程（60人）をおき，教育・研究活動を効率化するため，外国語教育，
海洋スポーツ，体育工学，保健管理の4センターを置き，教育内容は，全体として科学的
な基礎を身につけ，幅広い応用能力を持った体育指導者の養成を図るなどが強調されてい
る。管理運営組織に筑波大学方式が導入されることはいうまでもない。
　これに基づき，80年12月28日，大臣折衝によって81年度予算も本決まりとなり，94通常
国会に上程された「法案」も，81年3月末，衆議院通過，4月10日，参議院本会議で可決
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成立した。この時点での予定では，鹿屋体育大学，鳴門教育大学とも，81年10月開学，学
生受け入れば84年4月となっている。但し，鳴門教育大学の84年4月の学生受け入れば，
院生のみ150名であり，学部学生200名の受け入れば，86年4月からとなっている25）。
　（6）　放送大学
　昭和56（81）年6月5日の「朝日」は，放送大学学園法の成立によせてこう書いている。
「構想が持ち上がって以来，14年。総工費1，100億円というプロジェクトだけに，文部省
はr生涯教育の中核機関』　r今世紀文教政策最：後のロマン』などのキャッチフレーズを掲
げ，新構想大学の創設に意気込んでいる」。顧みれば，まことに長い年月であった。「キ
ャンパスなく，紛争も起こらない大学」と銘打ってこの大学が初めて構想されたのは，舳あ
の全国的な大学紛争勃発時の67年の事であったからである。それは，文部省が社会教育審
議会に，「映像放送及びFM放送による教育専門放送のあり方」について諮問したことに
始まる。
　それが，本格的な胎動を見せはじめたのは，漸く69年10月に入ってからである。恰も大
学紛争が下火になり始めた頃である。その22日，佐藤首相は河本郵政相に対して，放送大
学の授業内容の検討を急ぐように指示したのである26）。これをうけて，政府は，同24日，
放送大学具体化の本格的検討に入るべく，　「放送大学問題懇談会」と　「放送大学準備調
査会」の設置を決定した。準備調査会は，11月11日，第1回会合をもち，そこで検討の結
果を「大学教育の機会を国民各層に提供するため，速やかに理想的な放送大学の設立を希
望する」旨の「意見書」を坂田文相と河本郵政相に提出した27）。その後も引き続いて準備
調査会は検：討を続け，70年7月24日置「放送大学の設立について」28）を発表した。
　この報告は，その中で，放送大学の目的を「教育の機会均等の観点から，大学教育を受
ける機会に恵まれなかった勤労青年，主婦等あるいは高等学校新規卒業生にその機会を提
供するとともに，職業人の再教育をはじめ，国民各層の人々に対し高度の教育を行なう」
ものと規定し，以下，その法定性格，入学資格および学生の種別，教育方法，教育内容，
筑波大学方式を採択した設立形態並びに管理運営組織などについて明らかにしている。
　その後，71年8月16日にはラジオ日本短波放送の，72年2月7日にはNHK・UHFの
実験番組放送が行われ，また同月末には「放送大学設置に関する調査研究会議」が設置さ
れ，3月11日にはその第1回の会議がもたれた。そして，この会議は，74年3月22日，
「放送大学の基本構想について」29）の最終報告を奥野文相に提出した。
　これによると，設置形態は特殊法人とし，自ら放送局として番組制作を行ない，放送施
設，放送スタッフをもち，管理組織は理事会制で，責任者は理事長。理事に学長，副学長
らが加わり，業務監査のため複数の監事をおき，それらの任免権は文相がもち，他に運営
機関としての評議会がある。教学組織は学長，副学長，評議会，教員組織からなり，教員
組織は教官会議と教育課程・番組作成・単位認定などに当たるコース・チームをもつ。ま
た，放送組織としては放送番組審議機関を有し，教育課程は従来の組織にとらわれない
「人文・自然」　「社会・国際関係」　「理科・工学」　「生活科学」の4学科とし，それぞれ
基礎，コア，テレクティヴの3段階構成とし，1年3学期制，年間45週授業，修業年限4
年，学士号授与，在学中は，各県に最少1ケ所設置される「地域センター」に2週間に1
回出向してゼミナール，実験，実習，テストを受けることになっている。要するに，テキ
ストとテレビ・ラジオによる自宅学習を主体に，コンピューター処理による個別添削指
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導，地域センターにおけるスクーリング，ガイダンス，カウンセリングが併用されて，一
連の学習が行われるという仕組みである。
　この設置調査研究会議は，74年3月末で自動的に解散となり，後は「放送大学設置準備
調査研究会議」に引き継がれ，後者会議は，76年1月2日に「放送大学基本計画報告書」
30）を発表した。
　この報告書は，一昨年の「基本構想」に基づき，昨年実施した「需要予測調査」及び千
葉県，神奈川県での「実験的試行」の結果などを総合して，具体的な青写真を描いたもの
である。それによると，定常学生数を45万人と予測し，学習コースを「生活科学」　「産業
・社会」　「人文・自然」の3コースとし，卒業に要する；期間を5年以上と見込み，入学は
越せん方式とする，また常勤職員を2000人，要投資総額は870億円と計算するなどを明ら
かにしている。
　これを受けて，文部省は，76年夏の次年度概算要求で，「放送大学の実施推進」　（放送
大学の設置主体，特殊法人・放送大学学園の設立など）を打ち出したが，「特殊法人の新
設は一切認められない」という行政管理庁の厚い壁に阻まれて，この度は断念の余儀なき
に至った。それでも，放送大学創設準備室が正式に発足し，それまでの実施準備期から創
設準備期に移行した。翌77年夏，再び次年度概算要求で実施推進経費を計上したが，今度
は，閣議が「特殊法人の新設不認可」の方針を打ち出したので，文部省は，急報「国立大
学方式」に方向転換した。しかし，この方式には郵政省や自民党の逓信議員が「国の一機
関が電波を出すことは，国営放送を認めていない放送法の精神からみて問題がある」と反
発した。一時は民放使用も検討したが，「放送衛星の利用など，将来構想を考えると，国
立大学方式というわけにはいかない」との結論に達した。そして，砂田文相と村山蔵相と
の折衝の結果，とりあえず国立大学共同利用機関の「放送教育開発センター」を設置し，
放送大学の創設準備や大学開放を進めることで妥結した31）。
　更に78年夏も，「3度目の正直」とばかり，特殊法人方式により，実施推進要求を行
い，この度は政治折衝にもつれ込んだ末，「放送大学学園法案提出時までに，文部省所管
の特殊法人の統廃合を検討し，その法人名を明らかにする」という条件で，ようやくゴー
サインが出た。この結果，文部省は，79年1月，大学局名で「放送大学について」32）を発
表した。それは，「構想の概要」として「設立の目的」「放送大学の教育」などに触れ，
放送大学は教養学部をおく単科大学であることを明らかにし，「創設日程」は，学園設立
が79年10月，大学設置は80年10月，学生受け入れば82年4月であるとし，さらに「予算計
上額」，「第一次計画」その他，教育内容，学習指導体制などについて明らかにしてい
る。
　以上に基づいて，この年2月8日，「放送大学学園法案要綱」33）がまとまり，2月23日
には閣議決定となり，翌24日，第87通常国会に上程された。　「要綱」の主要個所だけに触
れておきたい。組織の役員としては，理事長1名，理事4名以内，監事2名以内。理事長
　と監事は文相任命。理事は長が文相の認可を経て任命。理事長の諮問機関として学外者20
名以内の運営審議会をおく。学長は理事長の申出により文相任命，副学長2名以内と教員
は学長の申出に基づき理事長任命。学長の諮問機関として大学の運営と人事を司る評議会
をおき，学長・副学長と理事長任命の教授6名乃至12名を以て構成する。教官はすべて任
期制である。これでみると，筑波大学以上に理事長に権限が集中するようになっている。
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尤もその上に文相がいる。問題は，「学法第二条一項」で「特殊法人」の学校設置は認め
られていないのに，この放送大学に限って「第一項の規定にかかわらず」という学法改正
を行おうとしていることである。
　さて，案の定，法案の審議はもめにもめた。4月11日，衆院文教委で審議に入ったが，
特に5月25日の文教・逓信連合審査会では大変にもめた。それは，「大学の組織・運営と
大学の自治」　「官僚統制と学問の自由」　「国営放送となる危険性と言論，表現，放送の自
由」　「放送法と学法の関係」などが中心であった。しかし，この国会は，航空機輸入疑惑
をめぐる元防衛庁長官偽証告発などで異常な幕切れとなり，他の重要法案ともども廃案と
なった。続いて，8月30日開会の第88臨時国会に再i提出されたが，衆院解散，総選挙で廃
案。次いで，翌80年2月16日，第91通常国会に3度目の提：出がなされたが，3月28日に法
案説明が行われただけで，5月19日，大平内閣不信任案可決，衆院解散によりまたまた廃
案となった。
　その後，80年10月の第93臨時国会に提出され，11月12日に衆院文教委可決，翌13日，衆
院本会議可決後参院へ送達されたが，辛うじて継続審議となって閉会を迎えた。そして，
今94通常国会において，閉会ぎりぎり（閉会日6，月5日）の81年6月3日に衆院文教委可決，
翌4日に衆院本会議可決によって「放送大学学園法」の成立をみたのである。国会での審
議時間は衆参各65時間，計！32時間半を数え，筑波大学法案の90時間を大幅に上回ったと
いわれる34）o
　現在の日程によると，法人設立81年7月10日，大学設置82年10月，学生受け入れ84年4
月となっているが，この実現までには，なお多くの難問が起こってくることであろう35）。
　（7）　新学園都市構想
　田中内閣が未だ健在なりし頃，日本列島改造の大合唱の施律に乗って，その「大学編」
として華々しく登場してきたのが「新学園都市」構想である。それは，筑波学園都市の成
功を目の当りにし，その構想を模して，第二の学園都市として，しかもそれ以上の規模を
もって構想されようとしていた。
　文部省は，73年5月，　「新学園建設等調査会」を発足させ，新学園都市構想を練り上げ
て来た。74年4月，遂にその第一次まとめが，「新学園建設等調査について」36）として発
表された。
　それによると，「新学園」は，地域性，地方性という二つの特色を取り入れた「開かれ
た大学」であり，地域住民と連帯した大学として，教育活動は勿論，その他日常生活面に
おいても指導的役割を果たすものである。その形態としては，国立総合大学方式，単科大
学連携方式，大学院中心方式，公・私立大学中心方式など多彩なものが考えられた。しか
し，学生数は全体として一万乃至一万五千人程度とし，大学用地は300乃至600ヘクタール
の規模とする。新学園都市の規模は人口3万乃至20万人，その面積は1500乃至2000ヘクタ
ールとする。大学用地は自然環境が良好な国有地，または公有地が望ましく，人口稠密度
の高い首都圏，中部圏，近畿圏には原則として選定しないこと，などが明らかにされてい
る。
　この時点で，すでに8道府県ユ8ケ所が誘致の名乗りをあげているといわれている。この
「第一次まとめ」ではまだ具体化には程遠いが，まさに第二の筑波を目指していることは
明らかである。しかし，その後今日まで，　「第二次まとめ」が出されたことを筆者は知ら
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ない。
3　既存大学の拡充案
　「第三の教育改革」路線に乗って，一方では，上述のような「新構想」大学が着々と創
設されているなかで，既存の大学はどのような処遇を受けていたのであろうか。それは，
「既存」のものとして放置されていたのであろうか。そうではない。答申によって高等教
育の質的性格が構築された時点で，既存大学は，それに基づいて再配置，拡充計画が推進
の焦点となっていたのである。
　71年6月11日の中教審答申が発表されて以来，文部省が「大学改革」問題に初めて取り
組んだのは，72年2月9日の「教育改革連絡’協議会」の席に国立大学協会等5団体の代表
を招いてその「意見聴取」を行ったことに始まる。これをふまえて，同年6月26日，文部
省は，文部大臣の私的諮問機関「高等教育懇談会」　（茅誠司座長）を発足させた。この懇
談会の論議は，73年3月1日，　「高等教育拡充整備計画に関する基本構想」37）として発表
された。それは，昭和60C85）年を目標に，その時点で大学進学率が40％となる想定の
下に，国立・公立大学の計画的拡充をなすべきであると提案したものである。
　73年5月14日，第二次「高等教育懇談会」が発足し，同様に，この懇談会も，74年3月
29日，　「高等教育拡充整備計画について」38）を発表した。それは，今日の18才人口の推移
を考慮し，昭和61（’86）年度を目標年度とする大学の将来規模，設置者別の数的分担規
模，　地域的な配置状態，　教員の需給，高等教育費の規模等について提言したものであっ
た。
　すなわち，昭和48（’73）年度現在，高等教育に関しては，場数968校，学生数190万人，
教員数10万人，進学率32．7％であるが，今後の社会の進展，生活程度の向上，教育的関心
の高揚などを考慮すれば，引き続き進学の増大が予想される。教育の機会均等を保障し，
教育の地域的不均衡を是正するため，　「今後の高等教育の拡充整備は，その構造上の多様
化，弾力化等，制度の改革と相まって取り進められるべきものである」として，私学の役
割評価，　大学の地方分散，大学院・短大・高等専門学校設置の将来的必要を強調してい
る。同懇談会は，75年4月9日にも，重ねて「各種：学校をも含めて，高等教育の弾力的拡
充整備を進めること」39）を勧告している。
　75年5月，自民党文教部会は，　「高等教育の刷新と大学入試制度の改善および私学の振
興について」40）を発表した。その中，「高等教育の刷新」に関しては，高等教育懇談会の
線に準じ，昭和61（’86）年以降の進学率上昇予測を前提とし，昭和50年代を前後に区分
し，10年計画の下に次の施策を提案している。まず，大学の多様化を図りながら，無原則
な量的拡大の抑制，国・公・私立の格差是正，全国的な「大学地図」を策定して許認可の
基準とする，大都市での新設抑制，旧帝大の大学院大学化，　「大学院拡充整備計画」の策
定，新学園都市と新形態の高等教育機関（地：域カレッジ）の新設，短大の四年制化または
職業専門学校化，大学の適正規模設定（定員1万人以上の既存大学の分割）などを主要内
容とするものである。
　75年12月，高等教育懇談会は，前記「拡充整備計画」の「前期計画」，すなわち，　「昭
和55（’80）年までの大学，短期大学の整備計画」41）の中間報告を行なった。その概要は，
計画期間中の18才人口が概ね150万人で推移することなどを考慮して，この間に，今後の
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高等教育の発展のための基盤整備を図る観点から，大学の質的充実を図ること，高等教育
全体の構造については，大学，短期大学，高等専門学校に限定せず，放送大学，通信教
育，専修学校などをも含む卒業生の教育の拡大を通じて多様な要請に応えられるようその
構造の柔軟化，流動化を進めること，大学等の拡充は，地域間格差や不均衡の是正と人材
の計画的養成に必要なものに止め，その目途は32，000人とすること，大都市における大学
等の新増設は原則として認めないことというものである42）。
　以上を承けて，79年6月，大学設置審議会大学設置計画分科会の高等教育計画専門委員
会は，　「昭和50年代高等教育整備の後期計画」43）の中間報告を発表した。これは，前記の
高等教育懇談会の「前；期計画」に続くものであって，76年度から80年度（昭和51年度から昭
和55年度）までの高等教育整備計画（前期計画）は高等教育懇談会によって括められ，81
年度以降86年度までの「後期計画」が本専門委員会によって，　「前期計画」の進行状況を
勘案しつつ検討を進めながら，ここにその中間的な取りまとめを行ったものである。
　この報告では，18才人口の後期の推移は増加傾向に転じ，86年度186万人，92年度206万
人となった後，減少すると予測し，大学進学志願率，進学率は，77年度には減少するなど
停滞傾向にある一方，教育訓練：機関（専修学校）への進学率，高校卒就業者率は若干増加
するとし，したがって，高等教育懇の示した柔軟化と流動化，質・量の充実，私学水準の
向上などは維持されること，停滞傾向をふまえて大学等の整備は：量的拡大よりも質的充実
に重点をおくこと，大都市より地方の教育条件の整備を進めることなどが示されている。
　なお，この報告書は，79年12月14日，以上の見解に加えて，大都市における大学新増設
の抑制，特に地方国立大学の整備充実，私大の質的充実と水増し入学の是正等を目玉とす
る「最終報告」として，谷垣文相に提出された44）。
　最後に，「大学院の改善・充実について」は，78年8月，文部省大学院問題懇談会が，
その報告を公にしている45）。
　お　わ　り　に
　以上，簡単に70年代の大学改革の歴史的経過を概観して来たわけであるが，これを政策
論的側面から振り返る時，何か，そこに，或る重要なものが欠落しているのではないかと
感じないわけにはいかない。これまで存在し，歴史的にもそれなりの成果を挙げてきた大
学の「反措定」として，それを改革するという場合，それなりにその拠って立つ根拠が明
確になされなくてはならない。馨りに，それを「改革理念」というならぽ，まさにそれこ
そが白日の下に公示されなくてはならないのである。しかし，ここにはそれが示されてい
ないのである。或は，改革の動機が流動化する現代への効率的適合にあったという立場で
もよい。この場合，それは「大学の現代化」とでもいえようが，そうした素振りもここに
は示されていないのである。
　ところが，そうしたものとは別に，ここにくり返し，強力に示されているものは，従来
のものとは異質の，管理組織の改変とそれを通して機能するであろう管理体制の強化だけ
である。ここでは，大学の理念は「学問の自由」や「大学の自治」というよりも，国家の
強力な政治力と官僚主i義的組織体制によって糾われる「機構」によって実現されるとでも
捉えられているかにみえる。こうした「大学理念」の誤認や改革理念の欠落によってなさ
れた改変を，正当且つ合理的な「改革」と呼び得るものであろうか。従って，そのような
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所で「学問の自由」や「大学の自治」はどのように遇されるものであろうか。
　既存大学の「拡充計画」の中にも，「現代化」的視点はみられない。それは，ただ，激
変する社会，増大する就学人口の変動に追随的に適応していく構図を示しているに過ぎな
いようである。少なくとも質的な「充」的側面は発見できないのである。
　70年忌は「改革答申」に明け，その実践に終わったといわれるが，大学問題に関する限
り，果して「改革」が遂行されたか否かは，甚だ疑わしいと考えざるを得ない。敢ていう
ならば，むしろ「問題」が持ち込まれ，それは更に今後の課題として，より複雑な教育的
状況が醸成されたのではないかとさえ思われるのである。
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